
円 円

( 1,079,570,353 ） ( 674,907,760 ）

 流   動   資   産 796,074,431  流   動   負   債 545,558,968

現 金 及 び 預 金 81,163,070 買 掛 金 210,597,333

売 掛 金 547,036,432
１ 年 以 内 に 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 36,000,000

商 品 128,433,610 未 払 金 20,906,185

前 払 費 用 6,019,969 未 払 費 用 107,263,746

繰 延 税 金 資 産 36,502,834 未 払 法 人 税 等 87,477,700

未 収 入 金 201,516 未 払 消 費 税 等 15,538,371

貸 倒 引 当 金 3,283,000△     前 受 金 3,572,918

役 員 賞 与 引 当 金 8,140,000

そ の 他 56,062,715

 固   定   資   産 283,495,922  固   定   負   債 129,348,792

有 形 固 定 資 産 268,136,189 長 期 借 入 金 56,000,000

建 物 64,298,954 預 り 保 証 金 5,250,000

構 築 物 1,243,832 退 職 給 付 引 当 金 415,000

工 具 器 具 備 品 2,593,403 そ の 他 67,683,792

土 地 200,000,000

無 形 固 定 資 産 15,169,583 ( 404,662,593 ）

ソ フ ト ウ ェ ア 15,169,583  株　主　資　本 404,662,593

投 資 そ の 他 の 資 産 190,150 95,000,000

繰 延 税 金 資 産 170,150 309,662,593

敷 金 保 証 金 20,000 利 益 準 備 金 4,500,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 305,162,593

繰 越 利 益 剰 余 金 305,162,593

1,079,570,353 1,079,570,353

貸   借   対   照   表

資 産 金 額 負 債 及 び 純 資 産 金 額

（平成１９年３月３１日現在）

株式会社ダイフクビジネスサービス

合 計 合 計

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

資 本 金

利 益 剰 余 金

（  純　資　産  の  部  ）



１．重要な会計方針に係わる事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による低価法　但し、原材料は移動平均法による低価法

（2）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法

但し、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法

無形固定資産 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

（3）引当金の計上基準

貸倒引当金 貸倒引当金は債権の貸倒れによる損失に備えるため法人税法に定める限度額のほか、

債権の回収可能性を検討して見積計上しております。

退職給付引当金 退職給付引当金は従業員の退職金支払に備えるため会社の規定により計上しております。

役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額を計上しております。

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

① リース取引の処理方法

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

   係る方法に準じた会計処理によっております。

② 消費税等の会計処理の方法

      税抜方式によっております。

（5）会計方針の変更

① 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

     当会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

   及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）

   を適用しております。

   従来の資本の部の合計に相当する金額は404,662,593円であります。

② 役員賞与に関する会計基準

     役員賞与に関して、利益処分により未処分利益の減少として会計処理をしておりましたが、当事業年度から「役員賞与に関

   する会計基準」（企業会計基準４号　平成17年11月30日）を適用し、発生時に費用として処理する方法に変更しております。

２．貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額 11,087,767 円

３．損益計算書に関する注記  

関係会社との取引高

売上高 3,264,600,625 円

仕入高 123,038,708 円

営業取引以外の取引 3,212,166 円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当該事業年度の末日における発行済株式の数 1,900 株

個 　別 　注 　記 　表

株式会社ダイフクビジネスサービス



５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の原因別の内訳

① 流動資産

　繰延税金資産

　　未払事業税 7,547,116 円

　　賞与引当金 24,401,765 円

　　貸倒引当金 102,777 円

　　その他 4,451,176 円

　　　合計 36,502,834 円

① 固定資産

　繰延税金資産

　　退職給与引当金取崩額 170,150 円

　　　合計 170,150 円

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、ＯＡ機器、自動車、複写機等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約

により使用しております。

８．１株当り情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 212,980円31銭

（2）１株当たり当期純利益 74,555円92銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

１０．その他の注記

該当事項はありません。

７．関連当事者との取引に関する注記

（1）親会社及び法人主要株主等

役員の
兼任等

事業上の関係

所有 営業取引
商品販売及び業
務受託

2,956,454,034 売掛金 476,783,160

大阪市 （直接） 兼任 前払費用 8,820

西淀川区 100.0% 0名 営業外取引 商品調達 120,886,992 買掛金 8,271,543

未払費用 33,574,153

受取利息 3,212,166 前受金 105,000

上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれておりません。また期末残高には消費税が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　1.上記各社の当社商品の販売及び仕入については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

ﾏﾃﾘｱﾙﾊﾝﾄﾞﾘ
ﾝｸﾞｼｽﾃﾑの
製造・販売

期末残高

関係内容

取引の内容 科目取引金額

商品販売

議決権等の
所有（被所
有）割合

（注２）

会社等
の名称

住所
事業の
内容

属性

（注１）

資本金又は
出資金

親会社 （株）ダイフク 8,024,016,918


